
公 告
⼤分川ダム⼯事事務所管内等における機械設備の災害時等応急対策⼯事

に関する基本協定

次のとおり公告します。

平成３１年２⽉１２⽇
九州地⽅整備局
⼤分川ダム⼯事事務所⻑ 酒井 正⼆郎

１．基本協定の概要等
（１）基本協定名

⼤分川ダム⼯事事務所管内等における機械設備の災害時等応急対策⼯事に関する基
本協定

（２）基本協定の⽬的
本協定は、⼤分川ダム⼯事事務所が管理する直轄管理区間及び関連区域において、⼤規模な

災害が発⽣若しくは災害の発⽣が予測された場合、機械設備の故障・不具合を緊急的に対応を
実施する事を想定し、緊急的に巡視⼜は応急対策⼯事を実施することを想定し、あらかじめ実施
業者を定め、被害施設の早期発⾒、応急復旧及び災害の拡⼤防⽌に資するものである。
また、⼤分川ダム⼯事事務所の管理区間外においても、広域的⽀援が必要となる場合は、本協

定に基づく対応を⾏うものである。
（３）基本協定区間

⼤分川ダム⼯事事務所管内
（４）基本協定期間

平成３１年４⽉１⽇から平成３２年３⽉３１⽇まで
（５）本協定締結業者の選定については、災害時等における応急復旧⼯事⼜は対策⼯事を実

施する際の保有技術者及び資機材保有状況等の⼯事実施体制、⼯事の施⼯実績、災
害協定締結の実績等に関する技術資料等を総合的に評価して協定締結業者を５社程
度選定する。

（６）基本協定締結後、災害等が発⽣し緊急的に⼯事を実施する場合は、速やかに⼯事請負
契約を締結する。⼯事の実施に当たっては、関係法令等を遵守するものとする。
但し 、基本協定を締結した場合でも災害等の発⽣がなか った場合は、実際の⼯事を⾏わ
ないことになることを付記する。

２．参加資格要件
（１）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）（以下「予決令」 とい う 。）第70条及

び第71条の規定に該当しない者であること。
（２）九州地⽅整備局の管轄区域の内、福岡県、佐賀県、⻑崎県、⼤分県、熊本県、宮崎県、

⿅児島県に、建設業法に基づ く営業所（⼀般競争（指名競争）参加資格審査申請書
に記載された本店⼜は⽀店営業所の住所による。）が所在すること。

（３）九州地⽅整備局（港湾空港関係を除 く 。）における、平成３１・３２年度機械設備⼯
事に係る⼀般競争（指名競争）参加資格の申請を⾏っていること 。
九州地⽅整備局（港湾空港関係を除 く 。）における、平成３１・３２年度機械設備⼯
事に係る⼀般競争（指名競争）参加資格の認定を平成３１年４⽉１⽇時点において
受けているこ と 。（会社更⽣法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更⽣⼿続開始
の申⽴てがなされている者⼜は⺠事再⽣法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再
⽣⼿続開始の申⽴てがなされている者については、⼿続開始の決定後、当該地⽅整備局



⻑が別に定める⼿続に基づく⼀般競争参加資格の再認定を受けていること 。）
（４）会社更⽣法に基づき更⽣⼿続開始の申⽴てがなされている者、⼜は⺠事再⽣法に基づき

再⽣⼿続の申⽴てがなされている者（上記（３）の再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。

（５）協定締結参加資格確認申請書（以下 「申請書 」 と い う 。）及び技術資料の提出⽇から
締結業者決定までの期間に、九州地⽅整備局⻑から⼯事請負契約に係る指名停⽌等の
措置要領（昭和５９年３⽉２９⽇付け建設省厚第９１号）に基づ く指名停⽌を受け
ていないこと。

（６）警察当局から 、暴⼒団員が実質的に経営を⽀配する建設業者、⼜はこれに準ずるもの と
して 、 国⼟交通省発注⼯事等からの排除要請があり 、当該状態が継続している者でない
こと。

（７）平成２５年度以降に、元請けとして国⼜は県発注の機械設備⼯事の施⼯実績を有すること。但し
経常建設共同企業体にあっては、構成員のいずれか１社が上記⼯事の実績を有していればよい。な
お、当該⼯事が九州地⽅整備局の発注した⼯事に係る実績である場合にあっては、⼯事成績評定
通知書の評定点が６５点未満のもの⼜は⼯事成績評定の通知を受けていないものを除く

（８）本協定に基づく⼯事請負契約を取り交わす時点において、施⼯業者が法定外労働災害補償制度へ
加⼊していること。

３．本基本協定に関する⼿続等
（１）担当部局

〒870－0044 ⼤分県⼤分市舞鶴町１丁⽬３番３０号
国⼟交通省 九州地⽅整備局 ⼤分川ダム⼯事事務所 ⼯務課
電話 097－538－3391（代表）
FAX 097－538－3852
担当：⼯務課⻑ 内⽥ 智彦（内線３１１）

機電係⻑ 簑⽥ 康祐（内線３１６）
（２）技術資料等説明資料の交付期間、場所及び⽅法

①交付期間： 平成３１年２⽉１２⽇（⽕）から平成３１年２⽉２６⽇（⽕）までの⼟
曜⽇、⽇曜⽇及び祝⽇を除く毎⽇、9時00分から17時00分まで。

②交付場所： 上記（１）に同じ。
③交付⽅法： ⼿渡しによる交付

（３）協定締結参加申請書及び資料の提出期間、場所及び⽅法
①提出期間： 上記（２）①に同じ。
②提出場所： 上記（１）に同じ。
③提出⽅法： 持参⼜は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに

限る。提出期間内必着。）により提出する。

４．その他
技術資料の作成要領協定締結業者の評価及び決定⽅法などの詳細については、 「技術資
料等説明書」による。


